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2019 年 8 月号(J240) 

 

このニュースメールは、知的財産分野を中心に、台湾の法律情報等を様々な角度から取り上

げ、日本語と英語の両方で月に一回お届けしています。 

台湾知的財産事情に対する理解を深め、新着情報をいち早くキャッチするための道具として、

このニュースメールだけでなく、特許・商標・著作権等に関するあらゆる情報を完全網羅し、

関連法制の改正から運用実務まで徹底解説する当所サイト www.tiplo.com.tw もぜひご活用く

ださい。   

   

今今今月月月のののトトトピピピッッックククススス   
 

01 西洋薬パテントリンケージ制度が 2019 年 8 月 20 日より正式施行 

02 2019 年 5 月 1 日専利法一部条文改正公布、2019 年 11 月 1 日より施行 

03 知的財産局が2019年上半期の知的財産権に関する動向を発表 

04 太平洋SOGO商標権紛争、太平洋崇光公司董事長に無罪確定 

05 「小公主蘇菲亞」商標登録異議事件、アパレルメーカーが一審で勝訴 

06 産学研連携でAI領域に進出、「台湾AIチップ連盟（AITA）」を設立   

 

台台台湾湾湾知知知的的的財財財産産産権権権関関関連連連判判判決決決例例例   
   

01 著作権関連 

客房デザインを模倣、ファイブスターホテルに内装撤去の判決 
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今今今月月月のののトトトピピピッッックククススス  

 
J190820Y1 
J190820Y9 

01 西洋薬パテントリンケージ制度が 2019 年 8 月 20 日より正式施行 

 

 衛生福利部食品薬物管理署から 2019 年 8 月 20 日にニュースリリースがあった。 

 2019 年 1 月 31 日に総統命令により、薬事法第 4 章の 1 の改正にともない西洋薬パテント

リンケージの新設が公布され、その施行期日が行政院により 2019 年 8 月 20 日正式施行と定

められた。西洋薬パテントリンケージ制度は、新薬販売後の特許情報の開示を通して、ジェネ

リック医薬品許可証申請の審査手続の際、許可証の発行（続審）を 12 ヶ月停止し、特許争議

を明確化し、特許への挑戦、または侵害回避に成功した最初のジェネリック医薬品に 12 ヶ月

の市場独占期間を与え、挑戦するジェネリック医薬品メーカーを奨励するものである。 

 国際的に薬品の知的財産権を保護する意識が徐々に高まっており、西洋薬パテントリンケー

ジ制度の実施も台湾による薬品の知的財産保護の新たなマイルストーンに達した。パテントリ

ンケージ制度は、先発医薬品メーカーとジェネリック医薬品メーカーとの関係のバランスをと

り、専利法による特許権者を保護する立法趣旨を実行し、新薬薬品許可証者の研究開発への努

力を肯定しながら、完備した知的財産保護環境で更に多くの先発医薬品メーカーの台湾での研

究開発に投資する意欲を促進することになるほか、ジェネリック医薬品メーカーへの透明化さ

れた特許情報の提供を通して、先に薬品特許の状態を把握し、ジェネリック医薬品メーカーに

よる特許を回避した研究開発を推奨し、販売前に関連侵害の恐れを明確化し、販売されたジェ

ネリック医薬品の侵害問題による随時の販売停止リスクの発生、患者の医薬品使用権益への影

響がないようにするものである。（2019.08） 

 

薬事法改正重点について、以下のリンクをご参照下さい。 

2017 年 12 月 29 日台湾立法院三読通過の薬事法改正案紹介 

https://www.tiplo.com.tw/pdf/20180213Pharmaceutical Affairs Act Amendment_jp.pdf 
 
 
J190801Y1 

02 2019 年 5 月 1 日専利法一部条文改正公布、2019 年 11 月 1 日より施行   

 

 2019 年 5 月 1 日の専利法一部条文改正公布、行政院の決定により、2019 年 11 月 1 日より

施行。今回は専利法第 157 条の 2 から第 157 条の 4 を新設、第 29 条、第 34 条、第 46 条、

第 57 条、第 71 条、第 73 条、第 74 条、第 77 条、第 107 条、第 118 条から第 120 条、第 135

条及び第 143 条を改正。（2019.08） 

 

専利法改正重点については、以下のリンクをご参照下さい。 

立法院が「専利法一部条文改正案」を可決 

https://www.tiplo.com.tw/jp/tn_in.aspx?mnuid=1258&nid=46707 
 
 
J190731Y1 
J190731Y2 

03 知的財産局が2019年上半期の知的財産権に関する動向を発表  

 

2019年上半期に三種類の「専利」（特許、実用新案、意匠を含む）の出願件数は合計35,534

件に達し、前年同期比で1％増加した。そのうち意匠は10％増加して、大きく成長している。

商標登録出願件数は41,986件に達し、前年同期比で横ばいとなった。台湾人による特許出願

件数は2％と小幅ながら成長し、外国人による意匠登録出願件数は30％の急成長を遂げている。

特許出願件数を出願人別にみると、台湾人では台湾積体電路（Taiwan Semiconductor 

Manufacturing Company, Limited）が、外国人ではアリババがそれぞれ首位を占めた。 

  

一、2019年上半期の専利出願について 

（一） 意匠登録出願件数が大きく成長 

https://www.tiplo.com.tw/pdf/20180213Pharmaceutical%20Affairs%20Act%20Amendment_jp.pdf
https://www.tiplo.com.tw/jp/tn_in.aspx?mnuid=1258&nid=46707
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特許、実用新案、意匠の出願件数合計は35,534件に達し、前年同期比でわずかに成長した。

そのうち特許（22,775件）と意匠（4,259件）はそれぞれ1％と10％の成長となったが、実用

新案（8,500件）は5％減少した。 

（二）外国人の意匠登録出願件数が30％成長 

台湾人の出願のうち、特許（8,563件）の出願件数は前年同期比で2％と小幅ながら成長し

たが、実用新案（7,978件）と意匠（1,960件）は減少している。外国人の出願のうち、特許（14,212

件）と意匠（2,299件）は増加したが、実用新案（522件）は減少した。外国人の意匠登録件

数は30％増加しており、フランスからの出願件数が急増したこと、さらには日米を始めとす

る他の主要国が成長していることがその背景にある。 

（三）台湾企業による特許出願件数は台湾積体電路が最多 

台湾企業全体の特許出願件数は小幅ながら増加しており、そのうち台湾積体電路が429件で

最も多く、友達光電 (AU Optronics Corp.)が318件、聯発科技（MediaTek Inc.）が163件でそ

れぞれ2位と3位を占めた。台湾積体電路と友達光電は前年同期比で成長率がそれぞれ24％と

30％に達し、大きく成長した。さらに台湾の中小企業の特許出願件数はここ3年成長し続け、

2019年上半期の成長率が16％に達しており、これは特許で研究成果を保護するという観念が

中小企業に重視されつつあることを示すものである。 

（四）学校による特許出願件数は清華大学が最多 

台湾の大学による特許出願件数は後退しており、公立、私立ともに減少している。出願人別

にみると、国立清華大学（National Tsing Hua University）が44件（13％増）の特許出願を行

い、大学の首位を占めた。私立校では亞東技術学院（Oriental Institute of Technology）と長庚

大学（Chang Gung University）がいずれも18件で最も多かった。また公立と私立の特許出願

件数はそれぞれ381と319件で、学校による特許出願件数の54％、46％をそれぞれ占めた。前

年同期に比べて私立校の比率が上昇している。 

（五）工業技術研究院の特許出願件数が他の研究機関をリード 

台湾の研究機関の特許出願件数は小幅に減少した。そのうち工業技術研究院（Industrial 

Technology Research Institute）が81件で最も多く、2位の中央研究院（National Academy、

22件）を始めとする他の研究機関を大きく引き離している。 

（六）外国のアリババとルノーが特許及び意匠を積極的に出願 

外国人による特許出願件数については、日本が6,707件で最も多く、米国（3,047件）を始め

とするその他の国（地域）を大きくリードした。成長率については、日本（5％増）と香港(56％

増）がいずれも増加しており、積極的に特許戦略を進めている。出願人別にみると、香港のア

リババが408件で最多となり、前年同期比で92％増加している。 

外国人による意匠登録出願件数については、日本が704件で最も多く、上位5ヵ国（地域）

のうちドイツ以外はすべて成長している。とくにフランスは400％増加し、急成長を遂げた。

出願人別にみると、フランスのルノーが102件で最も多かった。 

 

二、2019年上半期の商標出願について 

（一）商標の登録出願件数は横ばい 

商標の登録出願件数は41,986件に達し、前年同期比で横ばいとなった。台湾人による出願件

数は29,957件で、0.2％と小幅に増加した。外国人による出願件数は12,029件で2％減少して

おり、これは主に米国と香港からの出願件数が減少した影響を受けたためである。  

（二）外国人では中国の出願件数が最多 

外国人による出願件数については、中国大陸の出願件数が2,958件で最も多く、前年同期比

で8％増加した。日本（2,249件）と米国（1,828件）はそれぞれ2位と3位を占めた。外国人に

よる商標登録件数上位5ヵ国（地域）をみるとアジアの国（地域）が4席を占め、その出願件

数合計は、なお小幅ながら増加している。（2019年7月） 

 
 
J190720Y2 

04 太平洋SOGO商標権紛争、太平洋崇光公司董事長に無罪確定 

 

遠東グループ（Far Eastern Group）が太平洋崇光百貨股份有限公司＊（Pacific SOGO 

Department Stores Co., Ltd.、以下「太平洋崇光公司」）の経営権を獲得した後、商標の中の「太

平洋」をめぐって豊洋興業股份有限公司（Pacific Department Store Co., Ltd、以下「豊洋公司」）
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＊＊と紛争が発生し、豊洋公司は太平洋崇光公司の黃晴雯董事長と汪郭鼎松総経理が商標法に

違反しているとして告訴していたが、長年にわたる法廷での争いを経て、知的財産裁判所第二

審で両被告の無罪が確定した。 

太平洋崇光百貨の経営権をめぐる争いは十数年にわたって絶えることがなく、豊洋公司は、

太平洋崇光公司は「太平洋PACIFIC」が豊洋公司の商標であることを知りながら「太平洋SOGO 

device」商標を使い続けたとして告訴し、台北地方検察署は2017年末に黃晴雯董事長と汪郭

鼎松総経理を起訴したが、（2018年12月に）台北地方裁判所は両名に無罪判決を下していた。 

台北地方検察署は上訴を提起した。知的財産裁判所は審理した結果、太平洋崇光公司は「太

平洋PACIFIC」商標登録を出願する前にすでに善意の先使用の要件を満たしていたため、同社

がその他の地域に分館を開設する際に「太平洋SOGO device」商標を使用し続けたことはい

ずれも商標権の侵害には該当しないと認定した。 

さらに、2017年3月に日本企業が所有していた「太平洋SOGO device」商標に対する無効審

判を巡る行政訴訟判決が確定した後、黃董事長と汪総経理は紛争を回避するために、迅速に太

平洋崇光公司が対外的に表示していた「太平洋」に関連する文字をすべて「遠東」に変更して

おり、知的財産裁判所は、太平洋崇光公司の営業規模と営業上の標識変更に関する時期からみ

て、進行の怠慢や悪意の遅延という事情はなく、商標侵害の故意もないと認定して、台北地方

検察署の上訴を棄却し、両被告の無罪を確定した。（2019年7月） 

【訳注】 

＊：太平洋崇光百貨股份有限公司は 1986 年太平洋建設股份有限公司（Pacific Construction Co., 

Ltd.、以下「太平洋建設」）と日本の株式会社そごう（Sogo Co., Ltd.、現在は株式会社そごう・

西武、以下「そごう」）の合弁で設立され、その後コーポレート・アイデンティティが「遠東

SOGO」と変更されているが、社名は変更されていない。 

＊＊：豊洋興業股份有限公司は太平洋建設の子会社で、太平洋百貨を経営している。 

 
 
J190711Y2 
J190710Y2 

05 「小公主蘇菲亞」商標登録異議事件、アパレルメーカーが一審で勝訴 

 

米ディズニー・エンタープライズ（Disney Enterprises, Inc）は「Disney 小公主蘇菲亞及び

図」を以って知的財産局に対し商標登録を出願し、登録が許可されたが、立蕎服飾行（Lee 

Bridge Garments Co.）の朱○○が該商標と自身が所有する「蘇菲亞SOPHIA」、「蘇菲亞Sophia」

商標とが類似を構成しているとして、異議を申し立てていた。知的財産局は異議申立不成立を

審決し、朱○○は行政訴願を提起したが、経済部から棄却されたため、行政訴訟を提起した。

先日、知的財産裁判所は訴願決定と原処分をいずれも取り消すとともに、知的財産局に

「Disney 小公主蘇菲亞及び図」の商標登録を取り消すよう命じる判決を下した。全件は上訴

できる。 

知的財産裁判所の判決書の要約は次のとおり。 

（一）「Disney 小公主蘇菲亞及び図」と「蘇菲亞 SOPHIA」等商標とを対比すると、いずれも

同じ中国語の「蘇菲亞」を含み、外観、呼称、観念がいずれも同じであり、かつ一般的な国民

も「Sophia」を「蘇菲亞」と翻訳している。「小公主」（訳注：小さなプリンセスの意）の文

字が小さく、消費者は「蘇菲亞」を形容する敬称であると考えうる。外国語の「Disney」の

文字が小さく、王冠の中に組み込まれており、消費者は判別し難い。よって両商標の顕著な部

分はいずれも中国語の「蘇菲亞」であり、両者は類似を構成する商標であり、かつ類似度が高

い。 

（二）両者が登録している指定商品は同一又は類似しており、かつ類似度が高い。しかも消費

者は「Disney 小公主蘇菲亞及び図」商標をより熟知しており、先に登録されている「蘇菲亞

SOPHIA」等商標を後に登録された「Disney 小公主蘇菲亞及び図」商標である、あるいは「蘇

菲亞 SOPHIA」等商標と「Disney 小公主蘇菲亞及び図」商標は同じ出所からのものであると

誤解しやすい。よって「Disney 小公主蘇菲亞及び図」商標の登録で消費者に誤認混同を生じ

させるおそれがある。 

（三）わが国の商標法は登録主義を採用しており、また最先の登録出願人が商標権を取得すべ

きである。「蘇菲亞 SOPHIA」、「蘇菲亞 Sophia」商標は 1981 年 12 月 8 日及び 1997 年 4 月

14 日に登録を出願しており、それぞれ 1982 年 9 月 1 日及び 1998 年 4 月 16 日に登録が許可

https://zh.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E5%BB%BA%E8%A8%AD%E9%9B%86%E5%9C%98_(%E5%8F%B0%E7%81%A3)
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されている。「Disney 小公主蘇菲亞及び図」商標は 2015 年 11 月 9 日に登録が出願され、2017

年 1 月 1 日に登録が許可されている。明らかに「蘇菲亞 SOPHIA」等商標は先登録の商標で

あり、先に保護を与えるべきである。（2019 年 7 月） 

 
 
J190702Y5 

06 産学研連携でAI領域に進出、「台湾AIチップ連盟（AITA）」を設立 

 

世界中が人工知能のビジネスチャンスを狙っているが、AIチップは核心である「頭脳」の役

割を担うため、将来スマートデバイスのキーパーツとなり、さらに各界からは台湾半導体産業

にとって新たなチャンスとなると期待されている。このため行政院科技会報弁公室（Board of 

Science and Technology）と経済部の指導の下、産学研連携で2019年7月2日に「台湾AIチッ

プ連盟」（原文名：台湾人工智慧晶片聯盟、英語名：AI on Chip Taiwan Alliance，略称AITA）

が設立された。 

「台湾AIチップ連盟」はこのたび台湾半導体産業協会（TSIA）と提携し、会員には国内外

の半導体メーカー及びICT企業50社余りが含まれ、以下の3つの任務に焦点を当てることにし

ている。一、「AI生態系の構築」：AIチップとシステム応用とをつなげて、AIの商機をリードす

る。二、「核心技術の発展」：業界主導で、核心的な最先端技術を発展させ、台湾AI産業のレベ

ルアップを促進する。三、「製品開発を加速」：関連の規格基準を制定して広め、AI製品の開発

を加速する。さらに技術のニーズについては対応するSIG（Special Interest Group）を設置し、

学研とのリンクを起動する。連盟はシステム応用の統合、健全な次世代AIoT生態を趣旨とし、

半導体メーカーが新たなビジネスチャンスを獲得できるように、AIoT応用において具体的か

つ明確な努力の目標を持てるようにする。（2019年7月） 

 
 

台台台湾湾湾知知知的的的財財財産産産権権権関関関連連連判判判決決決例例例   
 

01 著作権関連 

 

■ 判決分類：著作権 

 

I 客房デザインを模倣、ファイブスターホテルに内装撤去の判決 

 

■ ハイライト 

雲朗観光公司（原告）は桂田璽悦公司（被告）に所属する台東桂田喜來登酒店の「尊尚豪華

客房」等客室 5 タイプの室内デザインが雲朗傘下にある台北君品酒店のそれに酷似している

ことを発見し、権利侵害で告訴した。 

 

知的財産裁判所の判決によると： 

1. 「建築の著作物」は三次元空間の構造物で思想や感情を表現する創作であり、外観のみな

らず、庭園、景観、空間設計のような内部を含む。また国内、海外を問わず、いずれも室

内デザインの大きなコンペティションが開催されていることから、優れた室内デザイン作

品は高度な芸術性と資産価値を有することが分かり、保護を受けるべきである。 

2. 被告代表者は 2014 年 5 月に 2 回にわたり君品酒店の「豪華客房（Deluxe Room）」に投宿

するとともに、「雅緻客房 （Superior Room）」の参観を要求した。別途鑑定した後、両ホ

テルの関連する客室タイプには確かに高度な類似がみられるため、被告の関連する客室タ

イプはデザインが模倣されていると認め、関連する客室タイプについて取外し又は撤去す

るまでは消費者に客室を提供してはならず、並びに関連する写真を再び使用してはならず、

さらには原告に 500 万新台湾ドルを賠償するとともに、《蘋果日報》の全国版第一面の下

半面に判決の主な内容を掲載しなければならないとの判決を下した。 

 

II 判決内容の要約 
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知的財産裁判所民事判決 

【裁判番号】104 年度民著訴字第 32 号 

【裁判期日】2018 年 9 月 14 日 

【裁判事由】著作権侵害に係る財産権の紛争等 

 

原告 雲朗観光股份有限公司 

被告 桂田璽悅酒店股份有限公司 

 

上記当事者間における著作権侵害に係る財産権の紛争等事件について、当裁判所は 2018 年

8 月 8 日に口頭弁論を終結し、次のとおり判決する。 

 

主文（摘録） 

一、 被告は連帯で原告に対し 500万新台湾ドル及び 2015年 6月 9日から支払い済みまで年 5

部の割合による金員を支払え。 

二、 被告桂田璽悦酒店股份有限公司は客室のデザインを、財団法人台湾経済科技発展研究院

の「著作権鑑定研究報告書」に列挙された類似を構成する物品に基づいて取外し又は撤

去しなければならず、被告は取外し又は撤去を行うまで消費者の宿泊に提供してはなら

ない。 

三、 被告桂田璽悦酒店股份有限公司は原告の君品酒店の客室タイプ別室内デザインを侵害す

る写真を使用してはならない。被告桂田璽悦酒店股份有限公司は台東桂田喜來登酒店の

名義で被告のサイト及びホテル予約サイトである易飛網、易遊網、雄獅旅遊網、

Agoda.com、Booking.com に掲載している原告の客室デザインを侵害する写真（例えば

原告証拠 6）を削除しなければならない。 

四、 被告は連帯で費用を負担して、本件の最後の事実審の判決書における当事者、事由及び

主文の内容を、蘋果日報の全国版第一面の下半面に標楷体（DFKai-SB）10 ポイントのフ

ォントを用いて一日掲載しなければならない。 

 

一 事実の要約 

 原告の経営する「君品酒店」の客室デザイン及び家具、装飾品等の設置は、著名な室内デザ

イナーの陳○○氏が主導する「○○室内裝修有限公司」（以下、「○○公司」）に室内デザイン

を委託したものである。被告朱仁宗が経営する台東桂田酒店は、原告の客室デザインを模倣し

ようとして、2014 年に原告君品酒店「豪華客房（Deluxe Room）」に 2 回投宿し、「雅緻客房 

（Superior Room）」を見せてほしいと要求した。原告はその後、台東桂田酒店が原告の客室

デザイン（壁の材質のセレクト、レイアウトのデザイン、家具の備付と設置等が含まれる）を

模倣し、いずれも君品酒店の「雅緻客房 （Superior Room）」及び「豪華客房（Deluxe Room）」

と同じであるのを発見した。その後被告を相手取り、著作権侵害及び公平交易法違反の訴訟を

提起した。 

 

二 両方当事者の請求内容 

（一） 原告の請求：被告及び会社代表者が連帯賠償責任を負うこと、侵害を排除、防止する

こと、侵害物の処分並びに廃棄をすること、及び判決書を新聞に掲載することを請求

する。 

（二） 被告の請求：原告の請求を棄却する。 

  

三 本件の争点 

「室内デザイン」は著作権法が保護するところの著作物であるのか。著作権法が保護するど

の著作物類型に該当するのか。 

（一） 原告の主張理由：省略。判決理由の説明を参照。 

（二） 被告の答弁理由：省略。判決理由の説明を参照。 

 

四 判決理由の要約 

（一） 室内デザインは著作権法が保護するどの著作物類型に該当するのか。 

1. 著作権法が 1992 年 6 月 10 日に改正された時点で、第 5 条第 9 号に「建築の著作物」

が著作物の一つの類型として独立して列挙され、第 3 条第 1 項第 5 号の「複製」の定
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義において、「建築の設計図若しくは建築の模型に従って建築物を完成することもこ

れに属する」という文言が追加され、建築の著作物に対する保護が拡大された。「著

作権法第 5 条第 1 項各号に係る著作物の内容例示」第 2 条第 9 号には「建築の著作物」

に建築の設計図、及び建築の模型、建築物及びその他の建築の著作物が含まれると規

定されている。経済部知的財産局（以下「知財局」）は 2014 年 4 月 30 日付電子メー

ル 0000000b にて「問合せの著作権法はなぜ建築の設計図に従って施工する行為を保

護するのかとの一節について、建築物そのものが著作物の一種であり、他人の『建築

物』を模倣して『建築物』を建造することは複製に該当し、或いは他人の『建築の設

計図』を模倣して『建築の設計図』を製作することも複製に該当することはもとより

問題がない。『建築の設計図』と『建築物』はいずれも建築の著作物の範囲に属する

ため、他人の『建築の設計図』を模倣して『建築物』を建造したことが複製に該当し

なければ、建築の著作物の保護は周到ではなく、著作権保護の抜け穴となる。よって

わが国の著作権法第 3 条第 1 項第 5 号では建築の著作物について、建築の設計図に従

って建築物を建造することも複製に該当すると規定している。各国でも多くに、建築

の設計図に従って建築物を建造する行為を特別に保護する立法例がみられる。」と指

摘している。著作権法上の複製は原則的に同じ形態を以て著作物を複製することが必

要であり、それによって始めて複製に該当する。平面の設計図に従って立体物を製作

する（平面から立体へ転換する）ことは、「実施」に該当し、複製行為ではなく、著

作財産権の侵害を構成しないが、建築の著作物においては保護の範囲に建築の設計図

（平面図形）及び建設の模型、建築物（実体物）が含まれるため、「建築の設計図に

従って建築物を建造する」（平面から立体へ転換）、又は「建築の模型に従って建築物

を建造する」（立体模型から立体建築物へ転換）のいずれかに関わらず、いずれも建

築の著作物の複製権侵害に該当する。建築の設計図（建築外観図、建築構造図等）は

本質的には図形の著作物ではあるが、著作権法はすでに「建築の著作物」を著作物の

一つの類型として独立させているため、もはや「図形の著作物」には該当しない。以

上の説明から、本件の室内デザイン（室内設計図及びデザインを完成させた実体物）

は「建築の著作物」と「図形の著作物」のいずれかという争いであり、室内デザイン

にとって著作権法で保護される範囲にあることは、重要な意味を持つ。 

2. 「著作権法第 5 条第 1 項各号に係る著作物の内容例示」では「建築の著作物」におけ

る「その他の建築の著作物」の具体的内容について、主務機関による更なる説明又は

解釈がなされていない。建築の著作物と室内デザインの固有の意味は、一つが建築物

の外部、構造に対して美感を表現する芸術上の創作であり、もう一つが建築物の内部

空間に対して美感を表現する芸術上の創作である。ただし、両者の性質は近く機能上

も互いに補い合うもので、しかも近年は国内、海外を問わず、いずれも定期的に室内

デザインのコンペティションが開催され、受賞した室内デザイナーも受賞の経歴を以

てその創作力が評価された証明としており、優れた室内デザイン作品は確かに高度な

芸術性と資産価値を有することが分かる。室内デザインの創作が独創性を有するなら

ば、建築の著作物と同等の保護を与える必要がある。 

3. 被告は、室内デザインは建築法第 4 条で規定される「本法でいうところの建築物とは、

地上又は地下に定着し、屋根、柱梁若しくは壁を有するもので、個人又は公衆の使用

に供する構造物又は雑項工作物」という定義には合わず、かつホテル客室の室内デザ

インは実用性を主たる目的としており、著作権法でいう「建築の著作物」には該当し

ない云々と抗弁している。しかしながら、著作権法の「建築の著作物」は建築法第 4

条及び第 7 条の「建築物」若しくは「雑項工作物（miscellaneous works）」の定義と

同じである必要はない。しかも上記の狭義の解釈を採用したならば、著作権法が例示

を以て規定する「その他の建築の著作物」が成立する可能性を有し難く、著作権法が

例示の方法で著作物の類型を規定する立法の趣旨に違反する。室内デザインの創作が

十分に作者の思想、感情を表現でき、従来存在する著作物と区別できる変化を有し、

独創性を有するならば、著作権法の保護を受けられない理由はなく、また建築物は

人々が居住し使用するのに供するものであり、本来実用性という目的を有する。さら

には、著作権法第 5 条第 1 号各号の内容例示について、「美術の著作物」には「美術

工芸品」が含まれると明示されている（第 2 条第 4 号）。著作権法は「実用性」の創

作を保護しないとする被告の主張はなお非なる論であり、被告の前出主張はいずれも
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採用できない。 

4. 以上をまとめると、室內デザインの創作が独創性を有するならば、著作権法の「その

他の建築の著作物」が成立し、かつ「建築の著作物」と同等の保護を享受できるべき

であるため、室内デザインの著作物の保護範囲は室内設計図及び室内デザインの実体

物（室内デザイン全体の表現方法）が含まれるべきである。 

 

（二） 原告が提出した証拠は、被告による原告の室内デザイン複製権の侵害を証明できるの

か。 

1. 裁判所が著作権侵害の事実の有無を認定するときは、一切の関連する情状を斟酌して、

著作権侵害の認定の二つの要件、即ちいわゆる「接触（Access）」と「実質的な類似」

を慎重に調べるべきである。その中の「実質的な類似」は量の類似のみならず、質の

類似も示すものである。図形、写真、美術、映画等の著作物のような芸術性又は美感

性を有する著作物が摸倣されたかを判断するときに、言語の著作物と同じ分析・分解

（dissection）の手法を用いて仔細に対比するならば、往々にして困難があるか、又は

その公平性を失う可能性がある。よって質を考慮するときは、とくに著作物間の「全

体の観念と感覚（total concept and feel）」に留意すべきである。 

2. ○○公司が君品酒店の全体の空間の企画とデザインを担当した。それにはホテルにお

ける全体の空間のレイアウト、宿泊に必要な設備の備付と企画、各家具のセレクトと

設置の企画、各設備及び家具のサイズと動線の設計、採光の企画等が含まれ、客室タ

イプ別の室内デザインに止まらない。また室内デザインの設計図製作とそれに従って

の施工に限らず、○○公司は君品酒店全体の室内デザインを行い、一つの完全な創作

の成果であると見なすべきであり、客室デザインは全体の室内デザインの一部にすぎ

ない。 

3. 原告が提出した設計図から分かるように、君品酒店内の家具物件の多くはデザイナー

の陳○○氏が特別にデザインした特注品であり、既製品を買い付けたものではなく、

施工主の要求と空間的な条件に応じて特別にデザインしたもので、君品酒店の室内デ

ザインに対する創作のコンセプト、創作の過程及び○○公司の空間のレイアウト、設

備の備付と企画、家具のセレクト、動線の設計、採光の企画等の表現方法を通じて、

原告は創作者の表現しようとするフランス古典主義のルイ 16 世様式と現代のオリエ

ンタル様式を融合した心地よく、優雅な雰囲気を利用者に感じさせていると認めるこ

とができ、すでに相当な証明を提出している。ただし、○○公司による君品酒店内部

全体の室内デザインは、一つの完全な創作であるとみなすべきであり、各部分を分割

して単独に著作権の保護を主張できない。原告は君品酒店の客室タイプ別の室内デザ

イン以外の部分の室内デザインに係る創作の過程と独創性等について、関連の証拠を

提出していない。当裁判所は君品酒店の室内デザイン全体に「独創性」が有るか否か、

並びに君品酒店と被告台東桂田酒店の室内デザイン「全体」について、実質的な類似

（「質」の類似と「量」の類似を含む）を構成するか否かについて対比することがで

きず、原告が被告等の係争客室タイプ別室内デザインの著作財産権を単独で主張する

ことは、なお採用できない。 

 

（三） 被告桂田公司には公平交易法第 25 条違反行為があるのか。 

1. 公平交易法第 25 条には「事業者は、本法に規定するもののほか、取引秩序に影響す

るおそれのある欺瞞的または著しく不公正な行為をしてはならない。」（改正前は第 24

条、条番号の変更のみで、内容は同じ）と規定されている。本条でいうところの「著

しく不公平な」とは「著しく不公平な方法で競争又は取引に従事するもの」で、他人

の努力の成果を搾取したり、他人が相当な努力を投じて構築したサイトの資料を摸倣

したり、高度に摸倣したりする行為等を含み、事業者の行為が該条でいうところの「取

引秩序に影響するに足る」を構成するか否かの判断は、該行為の実施後に取引秩序に

影響するに足る可能性があるだけで、抽象的な危険性の程度に到達するに十分である。 

2. 被告桂田公司の代表者である朱仁宗は前後して 2014 年 5 月 2 日、5 月 5 日に 2 回に

わたり君品酒店の「行政豪華客房（ Executive Deluxe Room）」に投宿し、「雅緻客房

（Superior Room）」の参観を要求し、その同伴者が撮影や現地での測量等の方法を以

って、君品酒店の客室タイプ別室内デザインの内容を詳細に記録した。 
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3. 原告と被告の客室タイプの対比写真等の証拠により、君品酒店と台東桂田酒店の客室

タイプ別室内デザインが見る者に与える全体の感覚については、高度な類似度に達し

ている。 

4. 双方は当裁判所が財団法人台湾経済科技発展研究院に「被告の台東桂田酒店の室内デ

ザインは原告が経営する君品酒店の室内デザインを摸倣しているか否か」について鑑

定を行うよう委託することに同意した。鑑定報告の第三節「鑑定分析」において次の

ように記載されている：「壱、対比の基礎の説明：一般的なホテル等の旅館業の客室

内部デザインについては、多くが一つの部屋に必要な物件を取り付けるという事に基

づいて企画され…よって、単純に一つの客室には類似の設置がみられることは、基本

的に鑑定対象の室内デザインのレベルにおける『摸倣』があったと示すには足りない。

それらのレイアウトとアレンジはすでに類似のホテル客室デザインにおける常態及

び慣性となっており、さらには一部の建築物における慣習及び考慮も含まれるため、

両者の全体の類似を判断する場合、逆に、例えば使用される特殊な物件と対応する物

件の組合せ等のように基本物件コンセプト以外の外観の特徴に同時に注意を払うべ

きであり、いずれも思想以外における具体的な表現の結果を形成している可能性があ

る」、「弐、個別の物件の対比原則：室内装飾について、その具体的な表現は全体のデ

ザインが完成した後に示される外観の結果であり、デザイナーの観点からいえば、通

常は具体的な方向性とアイデアがある時点で（後に）、その既存の使用できることを

知っている家具又は物件をデザインに応用するか、又は必要に応じて必要な家具や物

件を新たにデザインする。…よって、単一の物件の使用と同異は、原則的に全体の室

内デザインに同一又は類似があるか否かの判断において決定的要素とはならない」、

「参、室内デザインの対比原則：…前項の説明によると、大部分の室内空間のレイア

ウト、宿泊に必要な設備の備付と企画、各家具のセレクトと設置の企画、設備及び家

具のサイズと動線の設計、採光の企画は、通常のデザイナーにとって、往々にしてそ

の処理において慣例がある。このため、実際の運用における特別な物件、ないし抽象

的なスタイルの表現方法、物件の設置位置及びその他各物件の相対的な位置と関係は、

逆に判断の鍵となる」、「肆、分析の説明:前章における対比分析と説明により、全体の

レイアウト、同じ（又は類似の）視角の対応する外観から、君品酒店が提出した特定

の物件の使用、対応する位置及びその他の組み合わされた物件の相対関係がわかり、

桂田酒店の本件鑑定対象である 3 種類の客室タイプに示された室内デザインの結果に

おいて、一部の家具又は物件の設置における位置の違い若しくは極めて小さい部分の

外観上の差があり、また単一の物件が同じであることで全体の設計が模倣を構成する

と判断する依拠とすることはできないものの、君品酒店が提出した多くの物件の設置、

及び位置と物件の相対関係はいずれも高度に類似している状況（壁紙さえも全く同じ

模様である）、さらには桂田酒店の関係者が君品酒店の室内デザインの成果に接触（ア

クセス）した事実を以って、桂田酒店の対応する客室タイプ 3 種類の室内デザインは

君品酒店が提出する客室タイプの室内デザインの成果を模倣し、自らのハードウェア

の制約やデザインに基づいて些少の調整を行ったものと認定できる」。 

5. 被告朱仁宗は自ら創作しデザインすることを考えず、君品酒店の「行政豪華客房

（ Executive Deluxe Room）」に投宿したことを利用し、「雅緻客房 （Superior Room）」

を参観する機会を要求し、その同伴者が撮影や現地での測量等の方法を以って、君品

酒店の客室タイプ別室内デザインの内容を詳細に記録し、模倣して台東桂田酒店の客

室デザインに使用し、壁紙の模様さえも同じであり、消費者が一見すると、台東桂田

酒店と君品酒店若しくは雲朗企業グループとが関連企業である、又は互いに加盟若し

くは許諾等の関係があると誤認する可能性がある。被告桂田公司が君品酒店の客室タ

イプ別室内デザインを模倣した写真を台東桂田酒店の公式サイト及び各大手ホテル

予約サイトに掲載して、消費者の宿泊を招来しようとした。被告が君品酒店の客室タ

イプ別室内デザインを不法に模倣した行為は、デザイン/創作及び内装の時間を節約で

きる他に、さらには巨額のデザイン料を支払う必要もなく、容易に内装を完成させて

対外的に営業できる。その労せずして得る行為は、観光ホテル業の取引秩序に影響す

るに足り、公平交易法第 25 条に定める「取引秩序に影響するに足る欺瞞的な又は著

しく公正さを欠く行為」を構成する。被告は、台東桂田酒店が「シェラトン」ブラン

ド、さらには台東の風情や海岸の景色、ホテルの気配りが行き届いた施設と良質の食
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事とサービスで消費者を魅了しており、原告又は君品酒店とは全く関係がなく、本件

において原告がいうところの公平交易法に違反する不正競争等は存在しない云々と

主張した。しかしながら調べたところ、台湾は土地が狭く、各観光地の間を往来する

交通が便利であり、消費者の旅行の選択肢は十分に多元化され、一つの観光ホテルグ

ループが異なる観光地にホテルを開設する状況はよくみられるため、観光ホテル業者

同士で激しい競争関係があり、被告が原告の君品酒店の客室タイプ別室内デザインを

模倣した行為は、観光ホテル業界の取引秩序に影響するに足る欺瞞的な又は著しく公

正さを欠く行為に該当するため、被告の主張は採用するに足りない。 

 

（四） 原告が被告等に連帯で損害賠償責任を負うように請求することに理由はあるのか。請

求できる賠償額はいかほどか。 

 消費者がどのホテルを選ぶかは、宿泊の快適さを考慮する以外に、飲食に対するニ

ーズ、地縁関係、交通の利便性、サービスの質等のその他の参考要素も含まれるため、

被告の台東桂田酒店の宿泊収入が直接客室タイプ別室内デザインの模倣行為から得

られたものとは認め難く、原告が受けた損害を証明しても、その実際の損害額を証明

することや大きな困難があることを証明することは難しい。当裁判所は原告が○○公

司に委託して行った君品酒店の室内デザイン総額が 3000 万新台湾ドルであること、

交通部観光局が公布した各観光ホテル運営月報（Monthly Report on Tourist Hotel 

Operations in Taiwan）資料、財政部が公布した 2013～2016 年度同業利益基準表（The 

Profit Standard of the Same Trade Concerned）、本件被告の侵害行為が故意であり、

しかも高度な模倣で、状況が深刻であること、台東桂田酒店は始終客室タイプの室内

デザインを変更していないこと等の事情を斟酌し、原告が被告に対して損害賠償金

500 万新台湾ドル及び法定遅延利息を請求することは正当であると認める。桂田公司

の代表者は公司法第 23 条第 2 項により、被告桂田公司と連帯で損害賠償の責任を負

わなければならない。 

 

（五） 原告が公平交易法第 29 条により、侵害排除請求権を行使して、被告に対して台東桂

酒店における君品酒店の客室タイプ別室内デザインを模倣した物品を取外し又は撤

去し、取外し又は撤去を行うまで消費者の宿泊に提供することを禁じること、被告は

原告客室デザインを侵害する写真を使用してはならず、被告が台東桂田喜來登酒店の

名義で公式サイト及びホテル予約サイトである易飛網等のサイトに掲載している客

室デザインの写真を削除しなければならないことを請求することは正当である。 

 

（六） 原告が公平交易法第 33 条規定により、被告に費用を負担して判決書を新聞に掲載す

るように請求することには、根拠がある。 

 

2018 年 9 月 14 日 

知的財産裁判所第二法廷 

裁判官 彭洪英 
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